
 
 

2024 年 12 月９日 

各 位 

会 社 名 イ ン フ ォ メ テ ィ ス 株 式 会 社 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長  只 野  太 郎 

 (コード番号：281A 東証グロース市場) 

問 合 せ 先 取締役 CFO 兼 経営管理本部長 横溝 大介 

 050-8882-9931（IR 問い合わせ先番号） 

 

東京証券取引所グロース市場への上場に伴う当社決算情報等のお知らせ 
 

当社は、本日、2024 年 12 月９日に東京証券取引所グロース市場に上場いたしました。今後とも、なお一層

のご指導ご鞭撻を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

なお、2024 年 12 月期(2024 年１月１日から 2024 年 12 月 31 日)における当社グループの業績予想は、次の

とおりであり、また、最近の決算情報等につきましては別添のとおりであります。 

 

【連結】                                                                   （単位：百万円、％） 
 

決算期 
 

項目 

2024 年 12 月期 
（予想） 

2024 年 12 月期 
第３四半期累計期間 

(実績) 

2023 年 12 月期 
(実績） 

 対売上 
高比率 

対前期 
増減率 

 対売上 
高比率 

 対売上 
高比率 

売 上 高 1,067  100.0 15.7 698 100.0 923 100.0 

営 業 利 益 又 は 

営 業 損 失 （ △ ） 
103 9.7 － △11 － △ 169 － 

経 常 利 益 又 は 

経 常 損 失 （ △ ） 
111 10.4 － 34 4.9 △ 71 － 

親会社株主に帰属する 

当期（四半期）純利益

又は 

親会社株主に帰属する 

当期（四半期）純損失

（△） 

104 9.7 － 34 4.9 △ 313 － 

１株当たり当期（四半

期）純利益又は 

１株当たり当期（四半

期）純損失（△） 

24 円 21 銭 ８円 15 銭 △76 円 90 銭 

１ 株 当 た り 配 当 金 0 円 00 銭 － 0 円 00 銭 

 

(注)１．2023 年 12 月期（実績） 、2024 年 12 月期第３四半期累計期間（実績）の１株当たり当期（四半期）

純利益又は１株当たり当期（四半期）純損失は、期中平均発行済株式数により算出しております。 

２．2024 年 12 月期（予想）の１株当たり当期純利益は、公募による新株式数（600,000 株）を含めた

予定期中平均発行済株式数により算出しております。 

 

  



【2024 年 12 月期業績予想の前提条件】 

１．当社グループの見通し 

当社グループは、当社、連結子会社（Informetis Europe Ltd.）及び関連会社（株式会社エナジーゲートウ

ェイ）の３社で構成され、「エネルギーデータの力で、暮らしの未来を変えていく。」をミッションとして、[エ

ネルギー×AI]をコア技術に、エネルギー最適化ソリューションを提供することで、日本で、世界で、カーボ

ンニュートラルの社会実装に挑み続けております。 

 当社グループが関連するエネルギー業界では、2015年の国連サミットでの持続可能な開発目標（SDGs）の採

択や 2015 年の第 21 回気候変動枠組条約締約国会議（COP21）でのパリ協定の採択以降、世界的な脱炭素化の

流れの中で、2021 年 10 月 31 日から２週間に渡って開催された第 26 回気候変動枠組条約締約国会議（COP26）

で、2030 年までに気温上昇 1.5 度に抑制する対策を進めるために必要不可欠な国際ルールが決定し、さらに地

球温暖化の最大要因として石炭火力削減方針が初めて COP 決定に明記されるなど、脱炭素化の流れが強まった

ことを受けて、温室効果ガスの排出を削減するため、太陽光、風力や地熱などの再生可能エネルギーの活用拡

大が期待されております。 

日本においても、2023 年２月に閣議決定された「GX 実現に向けた基本方針」の実現に向けて、エネルギー

業界における脱炭素の推進、電力利用効率の向上、再生可能エネルギーの普及などの取組みが重要な役割を果

たしております。 

このような状況の中、当社グループは、脱炭素と GX を推進し、電力利用効率の最適化を図るための取り組

みとして、(ⅰ)電力消費者向けのスマート・リビングサービスである「ienowa（イエノワ）」、「enenowa（エネ

ノワ）」及び「hitonowa（ヒトノワ）」と、(ⅱ)電力事業者向けのエネルギー・マネジメントサービスである

「BridgeLAB DR（ブリッジラボ ディーアール）」などのサービスの取引拡大に努めました。 

また、当社グループは、設立以来、国内外のエネルギー関連企業と事業・資本提携をすることで、新たなサ

ービスの提供を行ってまいりましたが、その一環として、伊藤忠エネクス株式会社のグループ会社である株式

会社エネクスライフサービスとともに、簡易な使用機器別の電力使用状況の見える化サービスである「テラり

んアイ（AI）」の提供を開始し、サービスの裾野を広げました。 

さらに、2026 年からの導入に向けて仕様の策定が進められていた国内の次世代スマートメーターにおいて

は、その計量部において、従来のスマートメーターよりも大幅に高精細なデータ取得が可能となっており、当

社の電力データ分析方式と互換性のある計測方式が仕様化されたことを受けて、当社だけが取扱実績のある電

力波形データ形式で数千万にものぼる国内全世帯のエネルギーデータが取得可能になったことから、これを利

活用した次世代スマートメーター設置後のサービスの開発に努めました。 

一方、費用面では、「BridgeLAB DR（ブリッジラボ ディーアール）」の開発・運用に伴う費用、次世代スマー

トメーター設置後のサービスの開発費用や株式上場へ向けた準備費用などを計上いたしました。 

以上の結果、2024 年 12 月期の業績は、売上高 1,067百万円（前期比 15.7%増）、営業利益 103 百万円（前期

は営業損失 169 百万円）、経常利益 111 百万円（前期は経常損失 71 百万円）、親会社株主に帰属する当期純利

益 104 百万円（前期は親会社株主に帰属する当期純損失 313 百万円）を見込んでおります。 

 

２．業績予想の前提条件 

（１）売上高 

当社グループは、エナジー・インフォマティクス事業を単一セグメントで展開しているため、セグメント

別の記載は省略しておりますが、収益区分は、「アップフロント」、「プラットフォーム・アプリ提供」及び

「その他」により、構成されております。また、当社グループの事業領域は、事業を展開する地域により、

「国内領域」及び「海外領域」に分かれておりますが、収益区分及びその算出の方法は、同様であります。 

2024年12月期の売上高の予想にあたっては、前期の実績数値を踏まえた上で、計画策定時における取引開

始済みの継続取引案件、受注済みの案件及び受注確度の高い案件の各売上予想数値を合算して策定した数値

となっております。 

当社グループの売上高は、国内における総代理店である持分法適用会社の株式会社エナジーゲートウェイ

に依存しており、2023年12月期においては、同社に対する売上高が売上高全体の79.9％を占めております。

また、株式会社エナジーゲートウェイの先の販売先については、主たる販売先である東京電力パワーグリッ

ド株式会社及び大和リビング株式会社を含む上位５社に対する売上高が売上高全体の８割程度を占めてお

ります。さらに、これらの主たる販売先には、大手賃貸事業者が含まれるため、引越等により人の移動が増

加し、サービスの提供開始が第１四半期（１月～３月）に増加するという特性及び主たる販売先を含む多く

の販売先が３月期決算の大手企業であるため、これらの顧客の年度予算執行の流れと連動して、年度予算の

執行期限である第１四半期(１月～３月)にかけて納期を迎える受注が集中したり、駆け込み需要が発生する

という特性から、第１四半期（１月～３月）に当社グループの売上高が集中する傾向があります。また、３

about:blank


月期決算の顧客の年度予算の執行が執行期限に向けて動き始める12月にも売上が集中する傾向があります。 

 

区分 収益の性質 具体例 前提条件 

アップフロ

ント 

１. プラットフォームの

利用開始時に生じる

一時的な収益 

２．電力センサーの販売台

数、プラットフォーム

上に構築された各種

サービスを利用開始

した顧客企業数やプ

ラットフォーム上で

稼働する各種アプリ

を利用開始したエン

ドコンシューマー数

（プラットフォーム

登録者数）などに比例

する 

３. プラットフォーム・ア

プリ提供による収益

の基盤となるため、ア

ップフロントが増加

すると、翌月以降のプ

ラットフォーム・アプ

リ提供による収益の

増加が見込まれる 

１. 電力センサーの

機器代金 

２. プラットフォー

ム上に構築され

た各種サービス

の初期設定費用 

３. プラットフォー

ム上で稼働する

各種アプリの初

期設定費用 

・当期においては、左記１.が大部分を占めております。 

・左記１.は、機器単価に販売台数を乗じて算出しております。 

・機器単価は、当社が定める価格テーブルに基づき、算出しておりま

す。 

・販売台数は、前期の実績及び商談状況を踏まえて算出しておりま

す。 

・販売台数について、計画値は21,420台、2024年９月末時点での実績

値は16,650台であります。また、第４四半期における株主とのアラ

イアンスの進捗状況を踏まえ、当期着地は20,250台を見込んでおり

ます。 

・2024年12月期において、大口顧客が電力センサーの設置オペレーシ

ョンを含む業務プロセスの見直しを進めております。この業務プロ

セスの見直しは、業務効率化及び品質向上を目的としたものであ

り、その過程で、当該顧客における電力センサーの新規設置が一時

的に調整されております。これに伴い、電力センサーの販売台数及

び設置台数の成長ペースは、通常期と比較して足元で穏やかになっ

ております。なお、この調整は2024年12月期に限られた一時的なも

のに過ぎず、改善プロセスの完了を見込む来期以降には、電力セン

サーの設置オペレーションが安定することで、電力センサーの販売

台数及び設置台数の成長ペースも回復する見込みであります。 

プラットフ

ォーム・ア

プリ提供 

１. プラットフォームの

利用開始後に生じる

累積的・継続的な収益 

２. プラットフォーム上

に構築された各種サ

ービスを利用する顧

客企業数やプラット

フォーム上で稼働す

る各種アプリのエン

ドコンシューマー数

（プラットフォーム

登録者数）などに比例

する 

１. プラットフォー

ム上に構築され

た各種サービス

に関する以下の

料金 

・利用料金 

・運用保守料金 

２. プラットフォー

ム上で稼働する 

各種アプリの利 

用料金 

・左記１.については、料金単価にプラットフォームの利用企業数を

乗じて算出しております。 

・左記２.については、料金単価にアプリの利用エンドコンシューマ

ー数を乗じて算出しております。 

・プラットフォームの利用企業数及びアプリの利用エンドコンシュ

ーマー数は、「（新規獲得数＋前期末数－解約数）」に基づき、算出

しております。 

・ 新規獲得数は、アップフロントの算出方法と同様に算出しておりま

す。 

・ 解約数は、現在の主要顧客である賃貸事業者の管理物件において、

引越による一時的な離脱しかなく、実質0％といえるため、0と算出

しております。 

・国内のエンドコンシューマー数について、計画値は87,717件、2024

年９月末時点での実績値は71,087件であります。また、第４四半期

における株主とのアライアンスの進捗状況を踏まえ、当期着地は

75,087件を見込んでおります。 

既述のように2024年12月期において、大口顧客が電力センサーの設

置オペレーションを含む業務プロセスの見直しを進めております。 

これに伴い、①通常期に比べ、既に設置された電力センサーを利用

するアプリの新規エンドコンシューマーの増加ペースが通常期と

比較して足元で穏やかになるのみならず、②新たに設置された電力

センサーを利用するアプリの新規エンドコンシューマーの増加ペ

ースが通常期と比較して足元で穏やかになっております。 

この状況を踏まえ、当期の見通しが不確定な状況にあることから、

現時点では保守的に当期着地件数を見込んでおります。なお、この

調整は2024年12月期に限られた一時的なものに過ぎず、改善プロセ

スの完了を見込む来期以降には、電力センサーの設置オペレーショ

ンが安定することで、アプリの新規エンドコンシューマー数の成長

ペースも回復する見込みであります。 



区分 収益の性質 具体例 前提条件 

その他 １. プラットフォームの

利用開始前後を問わ

ず生じる一時的な開

発等による収益 

２. 上記１.の他、アップ

フロント及びプラッ

トフォーム・アプリ提

供以外の収益 

１. 受託開発料金 

２. 実証実験料金 

※実証実験とは、

プラットフォ

ームの利用契

約締結前に果

たそうとする

目的の実現可

能性を調査す

るため、事前に

調査・検討する

こと 

・左記１.及び２.については、前期の実績及び商談状況を精査した上

で、バイネームでの積み上げにより作成した案件リストに基づき、

算出しております。 

・既存サービスの顧客の要望に基づき、機能追加等の受託開発の受注

が増加したことや次世代スマートメーター関連の受託開発の受注

が見込まれることから、前期比52.5％の増加を見込んでおります。 

・案件のパイプライン数について、計画値は70件、2024年９月末時点

での実績値は54件であります。また、第４四半期における次世代ス

マートメーターに関連する開発案件等の受注を踏まえ、当期着地は

70件を見込んでおります。 

 

以上の前提に、持分法適用会社である株式会社エナジーゲートウェイとの取引のうち、当社からの仕入れ

のうち、同社が売り上げていない（実現していない）部分に関して、前期の実績及び同社の販売計画に基づ

く在庫状況を踏まえ、未実現利益として調整した2024年12月期の売上高は、1,067百万円（前期比15.7%増）

を見込んでおります。 

 
（２）売上原価、売上総利益 

当社グループの売上原価は、主に「アップフロント」に関する仕入原価、「プラットフォーム・アプリ提供」

に関する労務費及びクラウドコンピューティングサービスに関する費用並びに「その他」に関する労務費によ

り、構成されております。 

「アップフロント」に関する仕入原価は、電力センサーの仕入に要する費用であり、機器仕入単価に仕入台

数を乗じて計算しております。 

機器仕入単価は、前期実績を基本としつつ、仕入先との最新の交渉状況を考慮して算出し、仕入台数は、「ア

ップフロント」に関する売上計画に基づいて算出しております。 

電力センサーの仕入の決済はドル建てとなっております。計画策定時の為替レートや金融機関などが予想し

た今後の相場見通しに基づいて、年間の想定為替レートを設定し、これに基づいて、仕入原価を算出しており

ます。 

「プラットフォーム・アプリ提供」に関する労務費は、プラットフォーム及びプラットフォーム上で稼働す

る各種サービス（アプリ）の運用に従事する従業員の給与等並びに外注費であり、前期実績に基づいて、在籍

従業員の給与等に加えて、採用予定に基づく従業員の増加（開発部門１名）を考慮して算出しております。外

注費は、売上高見込算出時に、外注利用する案件の外注金額を個別に積み上げて算出しております。 

「プラットフォーム・アプリ提供」に関するクラウドコンピューティングサービスに関する費用は、従量制

であることから、前期実績と同水準の平均原価率を「プラットフォーム・アプリ提供」の売上計画に乗じ、算

出しております。 

「その他」に関する労務費は、受託開発及び実証実験に従事する従業員の給与等及び外注費であります。前

期実績に基づいて、在籍従業員の給与等に加えて、採用予定に基づく従業員の増加（開発部門１名）を考慮し

て算出しております。外注費は、売上高見込算出時に、外注利用する案件の外注金額を個別に積み上げて算出

しております。 

以上の結果、2024 年 12 月期の売上原価は、327 百万円（前期比 22.3％減）を見込んでおります。 

 

（３）販売費及び一般管理費、営業利益 

当社グループの販売費及び一般管理費は、主に人件費、研究開発費、業務委託費、減価償却費及び地代家

賃により、構成されており、特に人件費が約５割を占めております。 

人件費は、役員、上位役職者及びその他間接部門従業員の給与等であり、前期の実績数値に基づく在籍従

業員の給与等に加えて、2024 年 12 月期の採用予定に基づく人員の増加（管理部門１名）を考慮して算出して

おります。 

研究開発費は、前期の実績数値及び 2024 年 12 月期の研究開発計画に基づく費用の支出を考慮して算出し

ております。 

業務委託費は、前期の実績数値及び 2024 年 12 月期に発生が見込まれる監査法人等の外部専門家や業務委

託先に対する報酬の支出を考慮して算出しております。 

減価償却費は、前期の実績数値及び 2024 年 12 月期の研究開発計画に基づく費用の支出を考慮して算出し

ております。 

地代家賃は、直近の実績値に基づいて、算出しております。 



以上の結果、販売費及び一般管理費は、前期比 5.1％減の 637 百万円、営業利益は 103 百万円（前期は営業

損失 169 百万円）を見込んでおります。 

 

（４）営業外収益・費用、経常利益 

営業外収益・費用は、過去の実績を作成基準とし、かつ当期において確実に発生が見込まれるものについ

て、見込んでおります。 

営業外収益については、持分法適用会社である株式会社エナジーゲートウェイに関する持分法に伴う投資

利益等の発生により、88 百万円を見込んでおります。 

営業外費用については、借入金に伴う支払利息及び上場関連費用等の発生により、80 百万円を見込んでお

ります。 

以上の結果、経常利益は、111 百万円（前期は経常損失 71 百万円）を見込んでおります。 

 

（５）特別利益・損失、親会社株主に帰属する当期純利益 

特別利益・損失は、当期において確実に発生が見込まれるものがないことから、見込んでおりません。 

以上の結果、税金等調整前当期純利益から法人税額等を差し引き、親会社株主に帰属する当期純利益は、

104 百万円（前期は当期純損失 313 百万円）を見込んでおります。 

 

【業績予想に関するご留意事項】 

本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であ

ると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績は様々な要因によって異なる場合がございます。 

以上 
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(百万円未満切捨て) 

１．2024年12月期第３四半期の連結業績（2024年１月１日～2024年９月30日） 
（１）連結経営成績(累計) （％表示は、対前年同四半期増減率）  

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する四半期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2024年12月期第３四半期 698 － △11 － 34 － 34 － 

2023年12月期第３四半期 － － － － － － － －  
(注) 包括利益 2024年12月期第３四半期 36 百万円 ( － ％) 2023年12月期第３四半期 － 百万円 ( － ％) 

  

 
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

 円 銭 円 銭 

2024年12月期第３四半期 8.15 － 

2023年12月期第３四半期 － － 

（注）１．当社は、2023年12月期第３四半期については四半期連結財務諸表を作成していないため、2023年12月期第３四半

期の数値及び2024年12月期第３四半期の対前年同四半期増減率については記載しておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、期

中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

 

（２）連結財政状態   

 総資産 純資産 自己資本比率 

 百万円 百万円 ％ 

2024年12月期第３四半期 1,529 651 42.6 

2023年12月期 1,327 614 46.3  
(参考) 自己資本 2024年12月期第３四半期 651 百万円  2023年12月期 614 百万円 

 

２．配当の状況 

 
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

2023年12月期 － 0.00 － 0.00 0.00 

2024年12月期 － 0.00 －     

2024年12月期(予想)      0.00 0.00 

  

３．2024年12月期の連結業績予想（2024年１月１日～2024年12月31日） 
 (％表示は、対前期増減率)  

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 1,067 15.7 103 － 111 － 104 － 24.21 

（注）１．直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無  



２．2024年12月期（予想）の１株当たり当期純利益は、公募による新株式数（600,000株）を含めた予定期中平均発

行済株式数により算出しております。 

 

※ 注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無 

  新規 －社 (社名)－、除外 －社 (社名)－ 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無 

   

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示   

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無 

② ①以外の会計方針の変更 ： 無 

③ 会計上の見積りの変更 ： 無 

④ 修正再表示 ： 無 

   

（４）発行済株式数（普通株式）   

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2024年12月期3Q 4,263,357株 2023年12月期3Q 4,263,357株 

② 期末自己株式数 2024年12月期3Q －株 2023年12月期3Q －株 

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2024年12月期3Q 4,263,357株 2023年12月期3Q 4,263,357株 

  

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：無 

  

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。 

また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、前第３四半

期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期連結累計期間との比較分析は行っ

ておりません。 

 

（１）経営成績に関する説明 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、コロナ禍からの社会・経済活動の正常化が進んでいくなかで、

緩やかな回復を見せながらも、世界的な経済不確実性、資源価格・物価の上昇や地政学的リスクなどの影響を受け、

不透明な状況で推移いたしました。 

当社グループが関連するエネルギー業界では、引き続き世界的に脱炭素に向けた取り組みが加速いたしました。日

本においても、2023年２月に閣議決定された「GX実現に向けた基本方針」の実現に向けて、エネルギー業界における

脱炭素の推進、電力利用効率の向上、再生可能エネルギーの普及などの取組みが重要な役割を果たしております。 

このような状況の中、当社グループは、脱炭素とGXを推進し、電力利用効率の最適化を図るための取り組みとして、

(ⅰ)電力消費者向けのスマート・リビングサービスとして、「ienowa（イエノワ）」、「enenowa（エネノワ）」及び「hitonowa

（ヒトノワ）」、(ⅱ)電力事業者向けのエネルギー・マネジメントサービスとして、「BridgeLAB DR（ブリッジラボ デ

ィーアール）」や次世代スマートメーターに関連する受託開発等の取引拡大に努めました。 

2024年５月に伊藤忠エネクス株式会社のグループ会社である株式会社エネクスライフサービスとともに提供を開

始した簡易電力見える化サービスである「テラりんアイ（AI）」は、電力利用効率の向上に向けた取り組みが広がる中

で、小売電気事業者からの引き合いが増加いたしました。また、2024年７月に東京電力ホールディングス株式会社向

けに、株式会社エナジーゲートウェイを介し蓄電池及びV2H（Vehicle to Home）に対応した電気自動車（EV）の充電

器を対象とした最適制御（AI）である統合最適制御サービスを開始いたしました。 

一方、費用面では、「BridgeLAB DR（ブリッジラボ ディーアール）」の開発・運用に伴う費用や株式上場へ向けた準

備費用などを計上いたしました。 

以上の結果、売上高は698,689千円、営業損失は11,416千円、経常利益は34,172千円、親会社株主に帰属する四半期

純利益は34,735千円となりました。 

なお、当社グループは、エナジー・インフォマティクス事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は

省略しております。 

 

（売上高） 

当第３四半期連結累計期間の売上高は698,689千円となりました。「アップフロント」による売上高は、電力セン

サーの販売が引き続き底堅く推移したことにより156,101千円となりました。「プラットフォーム・アプリ提供」に

よる売上高は、電力消費者向けのスマート・リビングサービスである「ienowa（イエノワ）」、「enenowa（エネノワ）」

及び「hitonowa（ヒトノワ）」が順調に推移したことにより270,078千円となりました。また「その他」による売上

高は、次世代スマートメーターに関連する案件が増加したことにより272,509千円となりました。 

 

（売上原価、売上総利益） 

当第３四半期連結累計期間の売上原価は254,289千円となりました。これは、主として「その他」による売上高

の増加に伴い、受託開発等の製造原価が増加したことによるものであります。 

この結果、売上総利益は444,400千円となりました。 

 

（販売費及び一般管理費、営業損失） 

当第３四半期連結累計期間の販売費及び一般管理費は455,816千円となりました。これは、伊藤忠エネクスグル

ープとの新サービスの拡販に向けた人件費・業務委託費及び上場準備費用などによるものであります。 

この結果、営業損失は11,416千円となりました。 

 

（営業外収益、営業外費用、経常利益） 

当第３四半期連結累計期間の営業外収益は63,884千円となりました。これは、主として持分法適用会社である株

式会社エナジーゲートウェイにおける当期純利益の増加に伴い、持分法による投資利益が62,951千円となったこと

によるものであります。また、営業外費用は18,296千円となりました。これは、主として借入金に伴う支払利息が
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10,436千円となったことによるものであります。 

この結果、経常利益は34,172千円となりました。 

 

（親会社株主に帰属する四半期純利益） 

法人税の還付が発生したこと等により、法人税等合計は563千円のマイナスとなりました。 

以上の結果、当第３四半期連結累計期間における親会社株主に帰属する四半期純利益は34,735千円となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

 資産、負債及び資本の状況 

（資産） 

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は1,529,997千円となり、前連結会計年度末に比べ202,458千円の

増加となりました。これは主に、現金及び預金の減少40,965千円、ソフトウエアの増加215,727千円、関係会社株式

の増加36,587千円によるものであります。 

 

（負債） 

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は878,865千円となり、前連結会計年度末に比べ165,623千円の増

加となりました。これは主に、買掛金の減少32,250千円、短期借入金の減少27,000千円、未払金の減少18,151千円、

長期借入金（1年以内返済予定含む）の増加269,250千円によるものであります。 

 

（純資産） 

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は651,132千円となり、前連結会計年度末に比べ36,835千円の増

加となりました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益34,735千円を計上したことによる利益剰余金の

増加によるものであります。 

  

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

2024年12月期の連結業績予想に関しましては、2023年12月26日の取締役会で決議いたしました通期の連結業績予想

から変更はありません。   



4 

２．四半期連結財務諸表及び主な注記 

（１）四半期連結貸借対照表 
  (単位：千円) 

 
前連結会計年度 
(2023年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(2024年９月30日) 

資産の部   

  流動資産   

    現金及び預金 462,591 421,625 

    売掛金 152,247 160,001 

    商品 88,139 86,489 

    その他 24,657 21,886 

    流動資産合計 727,635 690,002 

  固定資産   

    有形固定資産 7,324 5,652 

    無形固定資産   

ソフトウエア 168,196 383,923 

その他 98,920 89,017 

無形固定資産合計 267,117 472,941 

    投資その他の資産   

関係会社株式 319,832 356,420 

その他 5,628 4,980 

投資その他の資産合計 325,461 361,400 

    固定資産合計 599,903 839,995 

資産合計 1,327,539 1,529,997 
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  (単位：千円) 

 
前連結会計年度 
(2023年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(2024年９月30日) 

負債の部   

  流動負債   

買掛金 32,250 － 

    短期借入金 200,000 173,000 

    1年内返済予定の長期借入金 38,850 75,020 

未払金 112,006 93,855 

未払法人税等 2,290 1,717 

    賞与引当金 38,597 37,151 

    その他 75,646 51,440 

    流動負債合計 499,641 432,185 

  固定負債   

    長期借入金 213,600 446,680 

    固定負債合計 213,600 446,680 

  負債合計 713,241 878,865 

純資産の部   

  株主資本   

    資本金 10,000 10,000 

    資本剰余金 1,269,690 1,269,690 

    利益剰余金 △652,198 △617,462 

    株主資本合計 627,491 662,227 

  その他の包括利益累計額   

    為替換算調整勘定 △13,193 △11,094 

    その他の包括利益累計額合計 △13,193 △11,094 

  純資産合計 614,297 651,132 

負債純資産合計 1,327,539 1,529,997 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 

四半期連結損益計算書 

 (単位：千円) 

 
当第３四半期連結累計期間 

(自 2024年１月１日 
至 2024年９月30日) 

売上高 698,689 

売上原価 254,289 

売上総利益 444,400 

販売費及び一般管理費 455,816 

営業損失（△） △11,416 

営業外収益  

受取利息 33 

持分法による投資利益 62,951 

為替差益 855 

雑収入 42 

営業外収益合計 63,884 

営業外費用  

支払利息 10,436 

支払手数料 7,859 

営業外費用合計 18,296 

経常利益 34,172 

税金等調整前四半期純利益 34,172 

法人税、住民税及び事業税 △563 

法人税等調整額 － 

法人税等合計 △563 

四半期純利益 34,735 

親会社株主に帰属する四半期純利益 34,735 
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四半期連結包括利益計算書 

 (単位：千円) 

 
当第３四半期連結累計期間 

(自 2024年１月１日 
至 2024年９月30日) 

四半期純利益 34,735 

その他の包括利益  

為替換算調整勘定 2,099 

その他の包括利益合計 2,099 

四半期包括利益 36,835 

(内訳)  

親会社株主に係る四半期包括利益 36,835 

非支配株主に係る四半期包括利益 － 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

該当事項はありません。 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。 

  
当第３四半期連結累計期間 
(自 2024年１月１日 
至 2024年９月30日) 

減価償却費 54,350千円 

 

（セグメント情報等） 

当社グループは、エナジー・インフォマティクス事業を単一セグメントとしているため、セグメント別の記載を

省略しております。 

 


